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研究成果の概要（和文）：本研究では、財政再建をめぐる日欧米主要国の比較政治経済学的分析を行うことを通
じて、以下のような暫定的結論を得た。第1に、財政再建言説は1980年代以降の先進諸国の政治に強い規範的拘
束を課しているが、その具体的な表れを規定するのは第一義的には財政再建の客観的必要性ではない。第2に、
国ごとの偏差を考慮するにあたり、財政再建目標が制度化され、その意味で「脱政治化」している程度（ドイツ
はその極端な例で、オーストラリアが続く）を考慮する必要がある。第3に、財政再建論自体が疑似争点化して
いたり、部分的緊縮が行われている事例や、恒常的緊縮テーゼが妥当しない（日本やアメリカ）事例も観察され
た。

研究成果の概要（英文）：In this research, the following tentative conclusions were obtained through 
conducting a comparative political-economic analysis of major countries in Japan, Europe and the 
United States over fiscal consolidation. First, although the fiscal reconstruction discourse imposes
 strong normative restraints on the politics of developed countries since the 1980s, it is primarily
 the objective need of fiscal consolidation to define its concrete manifestation. Second, in 
considering national deviations, it is necessary to consider the extent to which fiscal 
consolidation targets are institutionalized and in that sense "de-politicized" (Germany is the 
extreme case, followed by Australia) . Third, in some cases, the politically declared fiscal 
consolidation looks like a pseudo-controversy, while in other cases, austerity was being conducted 
only partially, and the "permanent austerity" thesis is not appropriate for every case (Japan and 
the United States).

研究分野：比較政治学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
第1に、本研究は地域横断的多国間比較であり、一般的には個別に研究されることが多い先進大国についての知
見を結集することで、「緊縮」問題の意味をより幅広い枠組みの中で考察することを可能にした。第2に、通常
は経済学・財政学・金融論の文脈で取り上げられるテーマについて、敢えて政治学的観点からの実証的分析を加
えることにより、「緊縮の比較政治学」の構築に向けての橋渡しができた。第3に、本研究は、直接的な政治
的・政策的実践から距離を置きつつ、客観的な比較分析の枠組みを保持することで、1980年代以降に過度に一般
化した「緊縮」アイディアを脱構築あるいは相対化することが可能になった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
リーマン・ショックを契機とする世界同時経済・金融危機は、一部では新自由主義の敗北によるポス
ト・グローバル化時代の幕開けを示唆する出来事とみなされた。しかし先進諸国においては、ユーロ圏
諸国における労働・福祉改革の加速、米国における「財政の崖」問題に伴う緊縮政策の強化、日本に
おける公共支出の抑制傾向と増税といった形での「新自由主義の奇妙な不死」が観察され、財政再建
を通じての経済成長の名の下に、新自由主義の申し子ともいえる「緊縮」的政策パッケージがむしろ強
化されつつ存続しているのが現実である。 
広義の「緊縮」（austerity）とは、競争力回復のために賃金・物価の引下げ、公共支出の削減を通じ
て経済を調整する一種の「自発的デフレーション」（voluntary deflation）である。現代では、人口減少
への確実な予測や経済成長の鈍化など、緊縮への圧力が一般化して「恒常的緊縮」（permanent 
austerity）が先進諸国にのしかかっているが、そうしたマクロ社会・経済的要因だけが「恒常的緊縮」の
背景ではない。問題は、これが政治的ビジネスサイクルの中で政策的オプションの 1 つとしてではなく、
世界同時不況のような深刻な危機的状況においてさえ、党派性を超えた包括的アイディアとして政策
過程を支配している点である。 
2000 年代後半に先進諸国を襲った同時不況は「グレート・リセッション」とも呼ばれるが、今次の危機
は 1930 年代（世界恐慌）、1970 年代（オイルショック）と異なり、政治と市場との関係を問い直す「大転
換」（Great Transformation）の兆候を未だ示していない。その背景の究明は比較政治経済学に課され
た「ビッグ・クエスチョン」に他ならず、近年の研究動向はこの問題に対する関心の高まり示唆している。
強力な「緊縮」圧力がユーロ危機関係諸国の内政と国際関係に及ぼした影響の深刻さが明らかになり
つつあるが、そうであるならば緊縮圧力がいかに国内政治の構造や過程に影響を与えるのか、その影
響の現れ方に違いがあるとすれば、何によるものか、という問題意識が本研究の出発点であった。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的とは、第 1 に、上に述べたような「緊縮」圧力の持続性（persistence）ないし強靭性
（resilience）、第 2に「恒常的緊縮」の顕在化に際しての国や地域ごとの偏差、第 3に「緊縮」圧力の脱
政治化ないし長期化が先進民主主義諸国の政策過程および民主主義の質そのものに与える影響に
ついて比較考察を加えることである。 
 
３．研究の方法 
 
（１）本共同研究の前提 
 本共同研究は、以下の 3 つの点を共通前提として進められた。 
第 1 に、本研究では「緊縮」路線の持続性と、財政政策の政策転換の過程およびその背景として政
治構造に焦点を当てる。第 2 に、各国ごとの「恒常的緊縮」の偏差については、既存の理論に由来す
る幅広い競合仮説を取り上げ、それぞれの妥当性を検証する。第 3 に、財政再建や財政緊縮といった
「目標」に対する達成を分析の目的とするのではなく、財政再建または財政緊縮が政治の恒常的な変
数となることがいかなる政治的意味を持つのか、について考察を加える。 
 
（２）研究体制と研究計画の概要について 
本研究では、第 1 に個々の研究対象国に関する継続的かつ徹底的な文献的調査・現地調査、第 2
に分担者間の意見交換と情報アップデート、第 3 に研究経過報告および研究成果の公表（と、これに
対する肯定的・否定的反応の総括）を行った。各分担者は研究期間全体を通じて次のサブテーマに
関する個別研究に従事した。同時に、近接するテーマ・地域を担当する分担者間でワーキンググルー
プ（以下WG）を設定し、WG 内およびWG間の意見調整を行った。 
 以上の研究体制の下に、個別の専門分野に関する調査・研究が徐々に深められ、各年度末に必ず
1度、これを研究集会またはワークショップの形で総合して討論する機会が設けられた。 
 
４．研究成果 
 
（１）2015 年度の成果 
2016年 3月 8～9日に宮城県気仙沼市・気仙沼中央公民館において実施された研究合宿では、各
研究分担者の 1 年間の研究成果の披露と今後の共同研究の進め方に関するブレーンストーミングが
行われたが、同時に宮城県職員との意見交換も行われ、震災復興の進捗状況に関する現場の認識と
ともに、財政緊縮が復興過程に及ぼす影響について実地に見聞することができた。 
また、各自の研究成果をめぐる議論の中では、今後の研究の方向性に影響を与える興味深い指摘
が数々行われた。緊縮政策の恒常化は南欧諸国においてデモクラシーの縮退を伴う厳しい政治的圧
力となって作用しているが、ドイツでは逆に緊縮を前提とする経済・財政政策への信念がほとんど揺ら
いでおらず、両者の間に深い溝が存在する。また、日本では緊縮政策が恒常化したことはなく、拡張
主義政策と緊縮政策のある種のサイクルが長年観察されていることが確認された。増税と緊縮という政
策選択、そしてその政治的な効果は極めて異なるのであり、これらを理論的に区別して論じるべきこと、
あるいは緊縮の政治学における言説分析の射程についても、この共同研究の中である程度明らかに



すべきことが確認された。 
 
（２）2016 年度の成果 
財政学や経済学を基礎とする先行研究では、財政再建の実現または財政赤字の克服という政策目
標、あるいはなぜ財政赤字が生じるのかといった問題設定の下に、これらを従属変数とする分析が一
般的である。これに対して本科研共同研究においては、緊縮財政が政治的「定数」となった先進国の
現状において、むしろ緊縮政策を独立変数とする研究や、財政再建という政策目標それ自体を相対
化するような研究の方向性があり得るということである。合同研究会における議論の中でも、上記の方
向性に沿った興味深い指摘や発見について報告があった。 
例えば、緊縮政策の恒常化は南欧諸国では政治的外圧となって作用し、政党政治の流動化をもた
らしたが、このことは必ずしも他の事例においては一般的ではなく、特に財政規律の憲法化を早々に
実現したドイツなどではこのようなことは起きていない。また、オーストラリアでは、1980年代以降の財政
制度改革が 2000 年代の危機を乗り切る際に重要な役割を果たした。アメリカや日本では財政政策に
関するある種の政治的サイクルが見られるが、日本の場合には、他の政策を推進するため、あるいは
政局の一部をなす言説として「緊縮」が用いられる傾向があるとされる。 
 
（３）2017 年度の成果 
本研究の対象とする先進諸国では、1980 年代以降、一般に財政再建の圧力にさらされるようになっ
たが、財政規律化のメカニズムの導入とその制度化のレベルにおいては様々であった。この点で最も
徹底していたのがドイツの事例である。ドイツでは、財政規律のメカニズムが脱政治化され、すでにル
ーティン化されていたが、このことによって欧州危機の発生に伴ってこれをEUレベルにアップロードす
ることにも成功した。オーストラリアもまたドイツと異なる形で財政規律化のメカニズムを予算プロセスの
中に内装することに成功している。ただし、予算検証プロセスの脱政治化の度合いは、ドイツに比べて
やや低いように思われる。 
南欧諸国は EU財政条約の下でそれぞれに財政再建メカニズムの国内化を余儀なくされたものの、
その運用実態に一貫性がなく、財政再建を始めとする欧州危機後の構造調整が過度に政治化してし
まったために、程度の差はあれ政党システムの流動化や民主的ガヴァナンス自体の混乱に至った。お
そらく唯一の例外はポルトガルである。日米については、財政規律化のメカニズムの制度化が最も弱く、
かつ実質的な取り組みが見られるわけでもない。日本については、緊縮はむしろ政治的言説に深く関
わる現象であること、またアメリカについては、古典的な視点ではあるが、政治的景気循環と財政規律
の弛緩との関係が再確認された。 
 
（４）2018 年度の成果 
研究の総括として、2018年度日本政治学会大会において、分科会C4「公募企画・恒常的緊縮の政
治的・政策的帰結の国際比較」がが組織された。同分科会においては、報告「恒常的緊縮下の政策
選択と政党間競争：日米の事例から」、「増税の政治学―ドイツにおける付加価値税改革の政治過程」
「財政再建国家の政治的帰結―オーストラリアを事例として」をめぐる討論が行われた。ドイツにおいて
は、財政再建目標の制度化やルーティン化が顕著であり、狭い意味での政治の介入の余地が少ない
のに対し、オーストラリアでは財政再建国家化の方向性が傾向的に強まっているものの、政権交代の
影響をそれなりに無視できないこと、日米ではそもそも欧州諸国に一般的な「恒常的緊縮」という枠組
み自体が当てはまらない可能性が高く、政治的要因による緊縮と緩和の波が観察されることが指摘さ
れた。 
年度末研究会では、「財政再建の謎―なぜ緊縮財政が主張されるのか」（上川）と「南欧における運
動政党の比較研究」（横田）という各報告に対する質疑・応答が行われたが、やはりここでも日本の例
外性が確認され、むしろ「緊縮財政」レトリックの出現のメカニズムに焦点が当てられた。南欧の事例で
は、高強度緊縮政策と政党システムの崩壊・再編の関連性についての議論が行われた。 
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